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決 算 審 査 意 見 書

第１　審査の対象

　　平成１９年度西原町一般会計歳入歳出決算
　　平成１９年度西原町国民健康保険特別会計歳入歳出決算
　　平成１９年度西原町老人保健特別会計歳入歳出決算
　　平成１９年度西原町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算
　　平成１９年度西原町土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算
　　平成１９年度西原町介護保険特別会計歳入歳出決算
　　（付属書類）
　　平成１９年度西原町一般会計・特別会計歳入歳出決算事項別明細書
　　実質収支に関する調書・財産に関する調書

第２　審査の期間

　　平成２０年７月２３日～８月１２日（１５日間）

第３　審査の基本方針

　　この決算の審査に当たっては歳入及び歳出が地方自治法第２条第１４項及び第１
５項の規定に基づいた財務事務の処理と財政運営がなされているかどうかを基本と
して、提出された決算書、関係書類等について次のことに重点をおいて審査した。

　（１）歳入歳出の決算書の計数は正確か。
　（２）決算書の計数とその他の付属書類等の計数は一致するか。
　（３）歳入の確保は適正になされているか。
　（４）予算の執行はその目的に沿って適正になされているか。また効率的に執行され

ているか。
　（５）財政運営は健全かつ効率的に行われているか。

第４　審査の結果

　　平成１９年度の一般会計及び特別会計の歳入歳出の決算額は次表のとおりで関係
書類の各種計数との照合、各種統計資料の計数分析、例月現金出納検査における会計
年度末の収支計算書の計数との照合を行なう等により審査した。

　　その結果、決算書の計数は正確であると認められた。
　　また予算の執行は概ね適正であると認められた。
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平成１９年度歳入歳出決算額
（一般会計・特別会計）

（単位：円）　
会　計　別 予 算 現 額 決　　算　　額

歳　入 歳　出 歳入歳出差引残額

一般会計 10,018,892,000 9,396,801,766 9,141,182,467 255,619,299

特
  別

  会
  計

国　保 3,870,203,000 3,465,311,120 3,824,591,099 △ 359,279,979

老　保 2,013,396,000 1,941,367,410 1,971,037,135 △  29,669,725

下水道 741,580,000 721,632,939 717,303,102 4,329,837

区　画 246,628,000 221,437,669 208,684,363 12,753,306

介　護 1,349,561,000 1,346,534,890 1,267,859,769 78,675,121

計 8,221,368,000 7,696,284,028 7,989,475,468 △ 293,191,440

合　計 18,240,260,000 17,093,085,794 17,130,657,935 △  37,572,141

第５　　審査の概要及び意見

１　一般会計

（１）　一般会計の収支　

　　本年度の一般会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳入決算額は９，３
９６，８０２千円、歳出決算額は９，１４１，１８２千円で差引残額は２５５，６２
０千円となっている。

　　また差引残額２５５，６２０千円のうち翌年度繰越財源額が９８，４２１千円で
実質収支額は１５７，１９９千円である。
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　　歳入決算額は前年度より４９４，１４１千円、歳出決算額は前年度より４１０，７
４１千円それぞれ増加している。

　　　（※　金額の単位は千円とした。以下同じ）

一般会計の歳入及び歳出決算額の状況
（単位：千円）

項　　　目 本　年　度 対前年度増減額

歳　入　決　算　額 ９，３９６，８０２ ４９４，１４１

歳　出　決　算　額 ９，１４１，１８２ ４１０，７４１

差　引　残　額
翌年度繰越財源
実質収支額

２５５，６２０
  ９８，４２１

１５７，１９９

―
―
―

（２）　歳入決算額の状況　

歳入決算額は次の表のとおりで、予算現額は１０，０１８，８９２千円、調定額
は１０，２９５，４９２千円、収入済額は９，３９６，８０２千円、不納欠損額は
４３，９５８千円及び収入未済額は８５５，４１８千円になっている。

　　　収入済額９，３９６，８０２千円は予算現額１０，０１８，８９２千円に対し
て９３．８％になっている。

　　　収入済額が予算現額より減少した主なものは国庫支出金、県支出金である。
　　　国庫支出金の減少は土木費関係及び教育費関係事業、県支出金は土木費関係事業

の翌年度繰越によるものである。
　　　調定額は１０，２９５，４９２千円に対する収入済額９，３９６，８０２千円

の割合は９１．３％になっている。
　　　調定額に満たない主なもの（収入未済額）は町税の２９８，５５１千円、国庫支

出金の４１６，０５６千円等である。
　　　調定額は前年度より５１８，５３７千円、収入済額は４９４，１４１千円増加し

ている。
　　　収入未済額は８５５，４１８千円で、その主なものは町税、諸収入（学校給
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食費）、国庫支出金である。

歳入予算及び決算の状況
（単位：千円、％）　

区　　分 本　年　度 対前年度増減額

予 算 現 額 １０，０１８，８９
２

６９５，６３２

調　定　額 １０，２９５，４９
２

５１８，５３７

内
　

訳

収 入 済 額
不納欠損額
収入未済額

９，３９６，８０２
４３，９５８

８５５，４１８

４９４，１４１
３，４１６

２１，４５７

収入済額／予算現額
収入済額／調定額

９３．８
９１．３

―
―

　　　　　※　収入済額には還付未済額６８６千円を含む。

　①　主な款別収入済額の状況

　　　款別の収入済額のうち主な収入済額等の状況は次のとおりである。

　　町　税
　　　町税の主な増減等は次のとおりである。

（単位：千円、％）
年度 調定額 収入済額 収入率

１９
１８

３，４２２，２９１
３，２０５，２３６

３，０８０，４５４
２，８１６，４２９

９０．０
８７．９

増減額 ２１７，０５５ ２６４，０２５ ２．１

　　　調定額は３，４２２，２９１千円、収入済額は３，０８０，４５４千円となって
おり、その収入率は前年度の８７．９％より２．１ポイント上昇して９０．０％に
なっている。

　　　町税の収入率が９０％台になったのは平成９年度以来である。
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　　　なお平成９年度の収入率は９０．７％であった。
　　　また収入率は前年度まで上昇傾向にあったが、これまで９０％台に到達するには
至らなかった。

　　　つぎに調定額は２１７，０５５千円増加しているが、これは主として税源移譲
（税制改正）に伴う個人町民税の増加によるものである。

　　　また収入済額の２６４，０２５千円の増加は同税源移譲よる個人町民税の増収
のほか、固定資産税の収入率の上昇による増収が大きな要因である。

　地方譲与税
　　　地方譲与税の主な増減等は次のとおりである。

（単位：千円、％）
年度 調定額 収入済額 収入率

１９
１８

９９，３８３
３０２，１６１

９９，３８３
３０２，１６１

１００．０
１００．０

増減額 △２０２，７７８ △２０２，７７８ ―

　　　地方譲与税は９９，３８３千円と前年度より２０２，７７８千円減少している
が、これは税制改正に伴う税源移譲により、地方譲与税の一部であった所得譲与税
が皆無になったことによる減少である。

　　　なお前年度の所得譲与税の額は２０２，４３２千円であった。

　　地方特例交付金
　　　地方特例交付金の主な増減等は次のとおりである。

（単位：千円、％）
年度 調定額 収入済額 収入率

１９
１８

２６，２９０
６８，９４８

２６，２９０
６８，９４８

１００．０
１００．０

増減額 △４２，６５８ △４２，６５８ ―

　　　地方特例交付金のうち２０，４９６千円は児童手当交付金である。
　　　また同手当交付金は支給対象児童数及び同手当額の拡充により前年度より増加

している。
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　　　また同交付金のうち５，７９４千円は減税補てん特例交付金の廃止に伴う経過
措置として交付された特別交付金である。

　　　なお前年度の交付金６８，９４８千円は児童手当交付金１３，７３２千円、減税
補てん交付金５５，２１６千円からなっていた。

　　

国庫支出金
　　　国庫支出金の主な増減等は次のとおりである。

（単位：千円、％）
年度 調定額 収入済額 収入率

１９
１８

1， ７７４，８９６
１，９４１，３４４

１，３５８，８４０
１，５９６，３６６

７６．６
８２．２

増減額 △１６６，４４８ △２３７，５２６ ―

　　　収入済額は１，３５８，８４０千円で収入率は７６．６％になっているが、これ
は土木費及び教育費の一部に翌年度繰越が生じたことによるものである。

　　県支出金
　　　県支出金の主な増減等は次のとおりである

（単位：千円、％）
年度 調定額 収入済額 収入率

１９
１８

７９５，２６２
５８０，２６４

７６５，４３４
５４６，３８１

９６．２
９４．２

増減額 ２１４，９９８ ２１９，０５３ ―

　　　収入済額は７６５，４３４千円で収入率が９６．２％になっているが、これは土
木費の一部に翌年度繰越が生じたことによるものである。

　　財産収入
　　　財産収入の主な増減等は次のとおりである

（単位：千円、％）
年度 調定額 収入済額 収入率

１９
１８

１０７，２１７
７，４１６

１０７，２１７
７，４１６

１００．０
１００．０
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増現額 ９９，８０１ ９９，８０１ ―

　　財産売払収入
　　　本年１２月に国に譲渡した兼久３０９‐２の町有地２，９８６．５１㎡の土地売
払収入金額１０３，７４６千円が主な収入である。

　　　なお当該金額のうち１０３，０９６千円は庁舎建設基金として積立てられてい
る。

　　財産貸付収入
　　　町有地（普通財産）の貸付収入（４件分）である。

　　諸収入
　　　諸収入の主な増減等は次のとおりである。

（単位：千円、％）
年度 調定額 収入済額 収入率

１９
１８

４３６，２６１
３３３，５６４

３４０，９７２
２４１，９０３

７８．２
７２．５

増減額 １０２，６９７ ９９，０６９ ―

　　　諸収入の主な金額は学校給食費負担金の１６１，０７４千円であるが、本年度の
増加額９９，０６９千円のうち主なものはマリンパーク事業収入金額７３，１３
４千円である

　②　自主財源と依存財源の状況

　　　自主財源と依存財源の状況は次の表のとおりである。
（単位：千円、％）

年度 自主財源 依存財源 歳入総額

収入金額 構成比 収入金額 構成比 収入金額 構成比

１９ 4,427,038 47.1 4,969,764 52.9 9,396,802 100.0

１８ 3,601,001 40.4 5,301,660 59.6 8,902,661 100.0
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増減額 826,037 ― △331,896 ― 494,141 ―

前年度比 122.9 ― 93.7 ― 105.6 ―

　　自主財源
　　　自主財源は前年度より８２６，０３７千円増加して４，４２７，０３８千円に

なっている。

　　　これは町税の増加を始め財産収入、繰入金、諸収入等が増加したことによるもの
である。

　　　自主財源の構成比は４７．１％で前年度の４０．４％より６．７ポイント高く
なっている。

　　依存財源
　　　依存財源は前年度より３３１，８９６千円減少して４，９６９，７６４千円に

なっている。
　　　これは主として地方交付税、県支出金は増加したが、地方譲与税、国庫支出金等が

減少したことによるものである。
　　　依存財源の構成比は５２．９％で前年度の５９．６％より６．７ポイント低く

なっている。

（３）　町税等主な自主財源の収入状況

Ⅰ　町税の収入状況

　①　税目別の収入金額の状況は次の表のとおりである。
　　　　　　　　税目別の収入状況表　　（単位：千円）

　税　目 収入金額 増 減 額
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町
民

税

個　人
法　人

計

1， ０４７，８２７
１９８，５０２

１，２４６，３２９

２１９，５０８
△　２９，６３６

１８９，８７２

固定資産税 １，５７２，６４６ ７２，７０３

国有固定資産等交付金 ３３，１１７ △　１，２８９

軽自動車税 ８０，１９３ ５，０７７

町たばこ税 １４８，１６９ △　２，３３８

合　計 ３，０８０，４５４ ２６４，０２５

　　　　※固定資産税の構成比　１９年度５１．１％、１８年度５３．３％

　　町民税
　　　町民税は１，２４６，３２９千円で前年度より１８９，８７２千円増加してい
る。
　　　そのうち個人町民税は前年度に引き続き増加しているが、本年度の主な増加要因

は税源移譲（税制改正）による税収増が主な要因である。
　　　なお現年度分の収入率は税制改正等による調定増もあって収入率は前年度より

０．５ポイント減少して９７．０％になっている。
　　　法人町民税は、前年度は増加していたが本年度は減少に転じている。
　　　なお町民税全体としては、滞納繰越分についての徴収事務の強化等により収入額

が前年度より増加したこともあって町民税の収入率は前年度より２ポイント上昇
して９３．０％になっている。

　　固定資産税
　　　固定資産税は１，５７２，６４６千円で前年度より７２，７０３千円増加して

いる。
　　　これは調定額でみた場合、家屋の調定額は２．４４％の微増、償却資産は４．７

２％減少したが、土地の調定額が前年度より９．２１％増加したことによるもので
ある。

　　　また現年度分については収入率の上昇、滞納繰越分については徴収事務の強化等
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により収入額が前年度より増加したこともあって固定資産税全体としての収入率
は前年度の８４．７％より２．３ポイント上昇し８７．０％になっている。

　　　なお固定資産税収入額は税収総額の５１．１％を占めている。

　　国有資産等交付金
　　　国有資産等交付金は３３，１１７千円で前年度より１，２８９千円減少してい
る。
　　　これは主として土地の価格は増加したが、家屋の価格が減少したことによるもの

である。

　　軽自動車税
　　　軽自動車税は８０，１９３千円で前年度より５，０７７千円増加している。
　　　これは主として軽四輪乗用車（自家用）の台数が増加したことによるものであ
る。

　　町たばこ税
　　　町たばこ税は１４８，１６９千円で前年度より２，３３８千円減少している。

　②　調定額に対する収入額等の状況

　　　収入額等の状況は次の表のとおりである。
（単位：千円、％）

区　分 調定額 収入金額 収入率 前年度収入率

現年度分 ３，０７４，９５１ ２，９８４，７２０ ９７．１ ９６．７

滞 納 分 ３４７，３４０ ９５，７３４ ２７．５ ２２．４

計 ３，４２２，２９１ ３，０８０，４５４ ９０．０ ８７．９
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　　　調定額３，４２２，２９１千円に対する収入金額は３，０８０，４５４千円、そ
の収入率は９０．０％で前年度の８７．９％より上昇している。

　　　収入率９０％台は平均９年度以来である。
　　　そのうち現年度分の収入率は９７．１％で前年度に引き続き上昇し、滞納繰越分

も調定額３４７，３４０千円に対して収入金額は９５，７３４千円で前年度より
９，８９０千円増加し、その収入率も２７．５％で前年度より５．１ポイント上昇
している。

　③　未納発生額の状況

　　　現年度分の税目別の未納発生額の状況は次の表のとおりである。
（単位：千円）

税目別 本年度 前年度 増減額

町
民

税

個人
法人
計

３１，３１０
１，８１０

３３，１２０

２０，６８１
１，６６９

２２，３５０

１０，６２９
１４１

１０，７７０

固定資産税 ５３，２２３ ６５，１０４ △　１１，８８１

軽自動車税 ４，４８１ ４，８４８ △　３６７

合計 ９０，８２４ ９２，３０２ △　１，４７８

　　　本年度の未納発生額は９０，８２４千円で前年度より１，４７８千円減少して
いる。

　　　これは全体的には収入率の上昇によるものであるが、これを税目別にみると個人
町民税の未納発生額は３１，３１０千円で前年度より１０，６２９千円増加して
いる。これは税制改正等に伴う調定額の増加により収入率が前年度より０．５％減
少したことによるものであると判断される。

　　　なお町民税の特別徴収分の収入率は９９．８％（前年度９９．７％）であるが
普通徴収分の収入率は８９．６％（前年度９０．７％）である。

　　　したがって未納発生の増加要因は普通徴収分の収入率の減少が影響していると
いえる。

　　　また固定資産税は５３，２２３千円で前年度より１１，８８１千円減少してい
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る。これは現年度分の収入率が９６．６％で前年度より０．９ポイント上昇したこ
とが未納額の減少要因である。

　④　本年度末の滞納繰越額の状況

　　本年度末の滞納残額は次の表のとおりである。
（単位：千円）

年　度 現年度分 滞納繰越分 計

１９年度 ９０，８２４ ２０７，７２７ ２９８，５５１

１８年度 ９２，３０２ ２５６，１６６ ３４８，４６８

増 減 額 △　１，４７８ △　４８，４３９ △　４９，９１７

　　　本年度末の滞納額は２９８，５１５千円で前年度末の３４８，４６８千円より
４９，９１７千円減少している。

　⑤　今後の課題
　　
　　　個人町民税については税制改正により調定額が増加していることから従来にも

増して徴収体制を強化する必要がある。
　　　固定資産税の調定額は全体の５０％強を占めている税目であることから更に徴

収体制を強化する必要がある。
　　　軽自動車税は課税物件の税額が僅少であることから、期限内納付を徹底させて未

納発生を極力防止する必要がある。
　　　また滞納繰越額については早期の収入確保と早期の債権保全に取り組む必要が

ある。

　　　税収の確保は町の財政基盤の確立と税負担の適正公平を求める上において町全
体として取り組むべき課題である。

　　　特に税源移譲に伴う自主財源の確保には徴収事務の強化が必要である。

　⑥　不納欠損処理の状況

　　　本年度の不納欠損の処理は次の表のとおりである。
　　　その根拠条文は地方税法第１５条の７第５項の即時消滅と同法第１８条第１項
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の時効の規定を適用した処理である。
不納欠損額の金額　　　　　　　　　　　（単位：千円）

税目別 １５条の７ １８条 合　計

個人町民税
法人町民税
固定資産税
軽自動車税
合　　計

４，０３５
―

４，６０３
１３２

８，７７０

９，２４３
１，１７５

２３，９２１
８４９

３５，１８８

１３，２７８
１，１７５

２８，５２４
９８１

４３，９５８

前年度 ２０，３９４ ２０，１４８ ４０，５４２

本年度の不納欠損額は４３，９５８千円で、前年度に引き続き４千万円を超える
欠損金が生じている。

　　　この金額は現在多額の滞納繰越額がある現状では止むを得ないものであると判
断されるが、毎年度このような多額の不納欠損を生じさせることは、自主財源の確
保に影響を与えるとともに、租税負担の公平制を阻害するものであるといえる。

　　　租税収入は課税決定して、更にこれを完全に収納させることによって行政の責務
と納税者としての責務を果たしたものといえる。

Ⅱ　学校給食費の収入状況
　
　①　現年度分の収入状況
　　　現年度分の学校給食費の収入状況等は次の表のとおりである。

（単位：千円）
年　度 調定額 収入済額 収入率 未納発生額

１９
１８

１６４，７０２
１６５，６７０

１５７，０１３
１５６，４６８

９５．
３

９４．
４

７，６８９
９，２０２

増減額 △　　９６８ ５４５ ０．９ △１，５１３

　　※　還付未済額１４千円を除く

　　　調定額は１６４，７０２千円、収入額は１５７，０１３千円となっている。
　　　また収入率は９５．３％で前年度の収入率より０．９ポイント上昇している。
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　　　この結果、未納発生額は７，６８９千円となり、前年度より１，５１３千円減少
している。

　　　参考　　１　那覇市の平成１９年度分収入率　９７．１％
　　　　　　　　　　　平成２０年６月２８日付琉球新報朝刊
　　　　　　　２　那覇市の平成１８年度分収入率　９６．８％
　　　　　　　　　　　平成１９年８月７日付琉球新報朝刊

　　②　滞納繰越分の収入状況
　　　
　　　滞納繰越分の収入額は４，０４６千円で前年度の３，３３８千円より増加して

いる。
　　　これは滞納繰越分の徴収強化によるものと判断される。
　　　しかし現年度分の未納額も７，６８９千円発生していることから、本年度におい

ても滞納繰越額は増加する結果になっている。
　　　なお年度末の滞納額は前年度より３，６３９千円増加して９５，２８６千円と

なっている。

　　③　今後の課題

　　　毎年滞納繰越分の収入額以上に現年度分の収入未済が発生している現状では滞
納繰越額は増加するのみである。

　　　今後滞納繰越額の一部を不納欠損で処理しても、滞納繰越額の収入額が現年度分
の未納発生額を上回らない限り、滞納額は増加することは確実である。

　　　したがって滞納繰越額の早期の収入確保と現年度分の未納発生額の縮小にどの
ように取り組むか大きな課題である。

　　　これは町全体として早期に対処すべき課題である。

　Ⅲ　保育料等の収入状況

　　①　保育園の保育料の収入状況

　　　保育園（町立保育所及び認可保育園）の収入状況等は次の表のとおりである。

現年度分　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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年度 調定額 収入済額 収入未済額

１９
１８

１５７，５６９
１５９，２８２

１５５，９３１
１５７，３３９

１，６３８
１，９４３

　　　　※　還付未済額除く。
　　　収入未済額は１，６３８千円で前年度より減少しているが、毎年１００万円を越
える収入未済額が発生している。

滞納繰越分　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
年度 調定額 収入済額 収入未済額

１９
１８

７，５１１
５，９２３

１，１３０
３５６

６，３８１
５，５６７

　　　この結果、年度末の滞納繰越額は次の表のとおりになっている。

　　　　　　　　　　　（単位：千円）
区　分 滞納繰越額

現年度分
滞納繰越分

１，６３８
６，３８１

計 ８，０１９

　　②　幼稚園の保育料等の収入状況

　　　現年度分の保育料、預かり保育料及び入園料の収入状況等は次の表のとおりであ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
区分 調定額 収入済額 収入未済額

保育料
預かり保育料
入園料
合　計

１７，８４８
１１，７８５

１，７２５
３１，３５８

１７，５００
１１，６９７

１，６８５
３０，８８２

３４８
８８
４０

４７６
前年度 ２６，６６５ ２６，１０６ ５５９

　　　調定額、収入額ともに前年度より増加しており、収入未済額は４７６千円で前年
度の５５９千円より減少している。
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　　　滞納繰越額の収入状況は次の表のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 滞納繰越額 収入済額 年度末滞納繰越額

保育料
預かり保育料
入園料

４，４３０
２４３
１４９

２６９
０
５

４，１６１
２４３
１４４

計 ４，８２２ ２７４ ４，５４８

前年度 ４，２８０ １８ ４，２６２

　　　この結果年度末の滞納繰越額は次の表のとおりになっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
区分 現年度分 滞納繰越額 計

保育料
預かり保育料
入園料

３４８
８８
４０

４，１６１
２４３
１４４

４，５０９
３３１
１８４

計 ４７６ ４，５４８ ５，０２４

　　③　今後の課題

　　　保育園及び幼稚園の保育料等については、現年度分の収入未済の発生額が滞納分
を収入額を上回っていることから滞納額は毎年増加している。

　　　現年度分については未納発生額の縮小、滞納繰越額については早期の収入確保に
更に取り組みを強化する必要がある。　

　Ⅳ　項目別滞納額の状況

　　　本年度末の滞納額の各項目別の現年度分の未納及び滞納繰越分の状況は次の表
のとおりである。

（単位：千円）
項　　目 現年度発生額 滞納繰越額 合 計 額
町　　税 ９０，８２４ ２０７，７２７ ２９８，５５１

負担金
　児童福祉(保育園) １，６３８ ６，３８１ ８，０１９

　身体障害者施設 ― ８７１ ８７１
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　老人福祉施設 ― ８２３ ８２３

計 １，６３８ ８，０７５ ９，７１３

使用料
　住宅
　幼稚園
　　　計

―
４３６
４３６

　　９４３
４，４０４
５，３４７

　　９４３
４，８４０
５，７８３

手数料
　幼稚園入園費 ４０ １４５ １８５

諸収入
　学校給食費
　雑　　入
　　　計

７，６８９
　　　１７
７，７０６

８７，５９７
　　　―

８７，５９７

９５，２８６
　　　　１７
９５，３０３

合　　計 １００，６４４ ３０８，８９０ ４０９，５３４

前年度 １０４，０２０ ３５１，０７９ ４５５，０９９

増減額 △　３，３７６ △　４２，１８９ △　４５，５６５

　　　本年度は町税の９０，８２４千円始め総額で１００，６４４千円の新たな収入
未済額が発生している。

　　　収入未済額は前年度より３，３７６千円減少しているが、依然として１億円を超
える額の発生が続いている。

　　　前年度から繰越した滞納額は３０８，８９０千円で前年度より減少しているが、
３億円を超える額である。

　　　滞納繰越額で最も多額なのは町税及び学校給食費であるが、負担金の身体障害者
施設負担金及び老人福祉施設負担金は前年度に引き続き本年度も収入は全くなく、
前年度と同額である。

　　　なお住宅使用料も本年度は収入はなく前年度と同額である。
　　　したがって、これらの滞納繰越額については早期に収入確保に取り組む必要があ

る。
　　　また長期間未納になっている諸収入の学校給食費始め負担金、使用料については

不納欠損処分の根拠法令を確認のうえ、処分の是非について早期に対策を講ずる時
期にきていると判断する。
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（４）歳出決算額の状況

　　　歳出決算額は次の表のとおりで、予算現額は１０，０１８，８９２千円、支出済
額は９，１４１，１８２千円、翌年度繰越額は６７９，８０７千円及び不用額は１
９７，９０３千円になっている。

　　　支出済額９，１４１，１８２千円は予算現額１０，０１８，８９２千円に対し
て執行率は９１．２％である。

　　　支出済額は前年度より４１０，７４１千円増加している。
　　　なお翌年度繰越額及び不用額も前年度より増加している。

歳出予算及び決算の状況
（単位：千円、%）

区　分 本　年　度 対前年度増減額

予算現額 １０，０１８，８９２ ６９５，６３２

決
算

額

支 出 済 額
翌年度繰越額
不　用　額

９，１４１，１８２
６７９，８０７
１９７，９０３

４１０，７４１
２５４，６３９

３０，２５２

支出済額／予算額 ９１．２％ ―

　①　主な款別支出済額の状況

　　　款別の支出済額のうち主な支出済額等の状況は次のとおりである。

　　　総務費　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

項　目 １９年度 １８年度 増減額

総務管理費
徴税費
戸籍住民基本台帳費
選挙費
その他

1,184,941
136,414

67,724

15,366

4,307

872,603
122,975

67,015

17,593

4,372

312,311
13,439

709

△ 2,227

△　  65

計 1,408,752 1,084,585 324,167
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　○　総務管理費
　　　総務管理費は１，１８４，９４１千円で前年度より３１２，３１１千円増加し

ている。
　　　そのうち主な増加額は基金積立額である。
　　　本年度基金として積み立て額は財政調整基金の２９０，０００千円、庁舎建設基

金の１０３，２４６千円等積立て総額が３９５，０２０千円になっていることが
要因である。

　　　財政管理費は給料等人件費が増加しているが、これは企画費に計上されていた財
政課職員の人件費を財政管理費に計上替えしたことによるものである。

　　　また企画費においては西原まつり７，０００千円の補助金、コミュニティ助成事
業費が前年度より増加して１９，５００千円になっている。

　　　一般管理費は委託料等の減少、すぐやる事業費は人件費、委託料の減少により全
体として減少している。

　○　徴税費
　　　徴税費は１３６，４１４千円で前年度より１３，４３９千円増加している。
　　　賦課徴収の委託料が増加しているが、これは不動産鑑定委託料の支出によるもの

である。
　　　還付金は１２，７１５千円で前年度より７，６７４千円増加しているが、本年度

は主として法人町民税の確定申告による還付金の額が増加したことによるもので
ある。

　○　選挙費

　　　選挙費は１５，３６６千円で前年度より２，２２７千円減少している。
　　　これは参議院議員補欠選及び参議院議員通常選の支出額が前年度の知事選、町議

会議員選及び参議院議員補欠選の支出額より下回ったことによるものである。

　　民生費
（単位：千円）

項　目 １９年度 １８年度 増減額
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社会福祉費
児童福祉費
その他

1,377,400
1,216,187

70

1,300,379
1,135,024

118

77,021
81,163

　 △　　　48

計 2,593,657 2,435,531 158,136

　○　社会福祉費

　　　社会福祉費は１，３７７，４００千円で前年度より７７，０２１千円増加して
いる。

　　　同福祉費のうち扶助費は３９４，８３０千円で前年度より４６，７３０千円増
加している。

　　　同扶助費のうち障害者施設訓練等支援事業は利用者負担額の引き下げ、特定障害
者特別給付費の支給対象者の拡大に伴い前年度より７５１千円増加して２１４，
３６８千円になっている。

　　　障害児・者居宅生活支援事業は利用者負担額の軽減措置の拡大、生活介護・児童
デイサービス利用者の増加に伴い、前年度より２０，４９２千円増加して６３，２
０８千円になっている。

　　　重度心身障害者医療費助成事業は利用者が増加したこと等により前年度より５ ，
９６４千円増加して４８，６２６千円になっている。

　　　身体障害者更生医療給付事業は生活保護受給者に対する更生医療の給付が市町
村に移行したことにより前年度より１６，７３１千円増加して３０，３９４千円
になっている。

　○　児童福祉費

　　　児童福祉費は１，２１６，１８７千円で前年度より８１，１６３千円増加して
いる。

　　　同福祉費のうち児童措置費は９３７，４３３千円で前年度より９１，９８４千
円増加している。

　　　児童措置費のうち負担金は５７０，５９３千円で前年度より３０，５３３千円
増加し、扶助費は３５６，３００千円で前年度より５１，２８５千円増加している。

　　　負担金５７０，５９８千円のうち主なものは私立分児童運営費負担金で児童数
の増加に伴い前年度より２６，３１８千円増加して５４３，２５３千円になって
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いる。
　　　また扶助費３５６，３００千円のうち児童手当支給事業（被用者）扶助費及び

同支給事業（非被用者）扶助費は３歳未満児の月額手当の増額により、被用者分扶
助費が前年度より２４，８５５千円増加して７０，４０５千円、非被用者分扶助費
が１２，２１５千円増加して４３，８７５千円になっている。

　　　つぎに小学校終了前特例給付事業（被用者）扶助費及び同特例給付事業（非被
用者）扶助費は所得制限限度額の引き上げにより、被用者分が９，３３５千円増加、
非被用者分が４，９４０千円増加して､特例給付事業（被用者）扶助費が１５０，
２２５千円、特例給付事業（非被用者）扶助費が９１，２５５千円になっている。

　　　特別会計への操出金については、社会福祉総務費から国民健康保険特別会計へ保
険基盤安定操出金等として３０７，６６７千円、介護保険費から介護保険特別会計
へ介護給付費操出金として２４７，３９５千円、老人保健費から老人保健特別会計
へ１５６，４３８千円の支出がなされている。

　　衛生費
（単位：千円）

項　目 １９年度 １８年度 増減額

保健衛生費
清　掃　費

203,541
339,262

210,798
294,773

△　7,252
44,489

計 542,803 505,571 37,232

　○　保健衛生費

　　　保健衛生費は２０３，５４１千円で前年度より７，２５２千円減少している。
　　　これは予防費の委託料は増加したが、保健衛生総務費の給料等人件費が減少した

こと等によるものである。
　　　予防費の委託料は前年度より１，１５５千円増加して６６，４７２千円になっ

ている。
　　　これは人間ドッグの受診者が増加したため人間ドッグの委託料が前年度より１ ，

９３４千円増加して１６，３３４千円に、各種予防接種の受診者が増加したため同
委託料が前年度より１，７８５千円増加して３１，２０７千円になったこと等に
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よるものである。
　　　なお人間ドッグの受診者の増加等によって一般健康診断委託料は減少している。

　○　清掃費

　　　清掃費は３３９，２６２千円で前年度より４４，４８９千円増加している。
　　　そのうち塵芥処理費では東部清掃施設組合負担金が２２３，３７１千円で前年

度より５３，６９３千円増加している。
　　　また最終処分場建設負担金として南部広域行政組合への支出が１２，０６７千

円（前年度２２，２６７千円）となっている。

農林水産業費
（単位：千円）

項　別 １９年度 １８年度 増減額
農 業 費
林 業 費
水産業費

90,023
2,469

2,212

98,867
1,998

2,951

△　8,844
471

△　 739
計 94,704 103,817 △　9,113

　○　農業費

　　　農業費は９０，０２３千円で前年度より８，８４４千円減少している。
　　　これは農業振興費で「元気な地域づくり」事業の委託料が増加しているが、職員の

減少に伴う人件費の減少によるものである。
　　　また農業委員会費は前年度の委託料が本年度は皆減により減少している。

　○　水産業費

　　　水産業費は補助金の減少等により減少している。

　土木費
（単位：千円）
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項　別 １９年度 １８年度 増減額
土木管理費
道路橋梁費
都市計画費
その他

42,699
785,318

529,164

7,226

43,124
866,220

675,871

7,264

△     425
△　 80,902

△　146,707

△　　　 38
計 1,364,407 1,592,479 △　228,072

　○　道路橋梁費

　　　道路橋梁費は７８５，３１８千円で前年度より８０，９０２千円減少している。
　　　そのうち主な事業である道路新設改良費は７３９，４９８千円で前年度より１

６，３０５千円減少している。
　　　道路新設改良費の主な事業は次のとおりである。

　　　小那覇８号線道路整備事業　　　　　　７０，９４９千円
　　　小波津川南線道路整備事業　　　　　　５８，２０３千円
　　　我謝マリンタウン線道路整備事業　　　５３，８２８千円

　　　小那覇マリンタウン線道路整備事業　　１７６，４９０千円
　　　　　　同　　　繰越分　　　　　　　　１５１，５５２千円

　○　都市計画費

　　　都市計画費は５２９，１６４千円で前年度より１４６，７０７千円減少してい
る。
　　　そのうち公園費が１７３，３２４千円で前年度より２９３，６４９千円減少し

ている。
　　　本年度の公園費の主な事業は東崎都市緑地整備事業１１８，３５３千円である。
　　　なお前年度の主な事業は東崎公園整備工事費３１７，６０４千円、東崎都市緑地

整備工事費９１，０８８千円であった。
　　　その他土地区画整理事業特別会計への操出金が３８，２４６千円で前年度より

７，２７６千円増加、下水道事業特別会計への操出金が１３５，０００千円で前年
度より３２，０００千円増加している。

　　　都市計画費では新規事業としてマリンパーク事業費１０７，９０１千円の支出
がなされている。
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　教育費
（単位：千円）

項　別 １９年度 １８年度 増減額

教育総務費
小学校費
中学校費
幼稚園費
社会教育費
保健体育費

172,954
621,191

104,232

111,844

157,518

425,598

179,654
156,915

268,619

397,066

167,660

372,606

△  　6,700
464,276

△　164,387

△　285,222

△ 　10,142
52,992

計 1,593,337 1,542,520 50,817

　○　小学校費

　　　小学校費は６２１，１９１千円で前年度より４６４，２７６千円増加している。
　　　これは主として西原小学校の校舎危険建物新増改築事業費の３６９，２６０千

円（工事請負費、賃借料等）、西原小学校改造防音事業費の８０，７３０千円が増
加になっている。

　○　中学校費

　　　中学校費は１０４，２３２千円で前年度より１６４，３８７千円減少している。
　　　これは前年度の西原中学校改造防音工事としての請負工事費の９５，８０７千

円、同工事に伴う仮設校舎賃借料６１，５３０千円等が皆減したこと等によるもの
である。

○　幼稚園費

　　　幼稚園費は１１１，８４４千円で前年度より２８５，２２２千円減少している。
　　　これは前年度の坂田幼稚園園舎危険建物新増改築工事費２３０，２１５千円、同
仮設賃貸料３６，２１５千円等が、皆減したこと等によるものである。

　○　社会教育費

　　　社会教育費は１５７，５１８千円で前年度より１０，１４２千円減少している。
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　　　そのうち図書館費が６４，０１６千円で前年度より１２，６１７千円減少して
いる。これは報酬の減少と職員数の減少による人件費の減、需用費、委託料等の減少
によるものである。

　　　なお町史編集費は町史付属刊行物の発行により増加している。

　○　保健体育費

　　　保健体育費は４２５，５９８千円で前年度より５２，９９２千円増加している。
　　　これは主に体育館の修理費（工事請負費）の増加、負担金（中頭地区体育協会負
担金）の増加、学校給食共同調理場の人件費（職員の復職）の増加、ボイラーの賃
借料の増加等によるものである。

　②　性質別歳出決算額の状況
　　　（出納会計ベースによる）

（単位：千円、％）

区　分 19年度 構成比 18年度 構成比 増減額

義
務

的
経

費

人件費
扶助費
公債費

1,851,878
1,378,486

975,176

20.3
15.1

10.7

1,904,813
1,267,561

911,945

21.8
14.5

10.4

△　52,935
110,925

63,231

計 4,205,540 46.0 4,084,319 46.8 121,221

投
資
経

補助事業
単独事業

798,722
721,018

8.7
7.9

1,160,519
645,755

13.3
7.4

△　361,797
75,263
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費 計 1,519,740 16.6 1,806,274 20.7 △　286,534

そ
の

他
の
経

費

物件費
補助費等
積立金
操出金
その他

1,122,484
999,274

395,020

872,756

26

12.3
10.9

4.3

9.5

0.4

993,183
877,347

81,849

831,944

51

11.4
10.0

0.9

9.6

0.6

129,301
121,927

313,171

36,812

△　25,157

計 3,415,902 37.4 2,835,848 32.5 576,054

合　計 9,141,182 100.0 8,730,441 100.0 410,741

　※　増減の主な理由

　　義務的経費
　　　人件費は５２，９３５千円減少しているが、扶助費が１１０，９２５千円増加し

たことにより義務的経費は総じて増加している。
　　　また人件費の構成は２０．３％で前年度より減少しているが、扶助費の構成比は

１５．１％で前年度より増加している。
　　　なお扶助費の推移は次の表のとおりである。

　参考計表
　　

年度 義務的経費 左の内　扶助費

１６
１７
１８
１９

３，８０７，０２０
３，８６１，４１１
４，０８４，３１９
４，２０５，５４０

１，０９９，７１９
１，１５６，２１６
１，２６７，５６１
１，３７８，４８６

　　投資的経費
　　　単独事業は増加しているが、補助事業は７９８，７２２千円で前年度に引き続き
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減少している。
　　　また構成比も１６．６％と前年度より減少している。

　　その他の経費
　　　物件費は１，１２４，４８４千円で前年度より１２９，３０１千円増加してい
る。
　　　これは主として土木費が１０９，４８８千円で前年度の８，０１９千円より１

０１，４６９千円増加したことによるものである。
　　　土木費の増加は主としてマリンタウン事業に要する経費として支出した需用費

等の９４，７０３千円が主な要因である。
　　物件費のマリンタウン事業の支出は次の表のとおりである。

　　　（単位：千円）
需用費
役務費
備品購入費

委託料

４５，７０５　
１，７１２　
９，５０９　

３７，７７７　

計 ９４，７０３　

　　　補助費等のうち負担金としての主な支出は次の表のとおりである。

（単位：千円）
東部消防組合
東部清掃施設組合
南部広域行政組合

４２３，４６４　
２２３，３７１　

１２，０６７　

（５）　人件費の状況

　①　人件費の状況

　　　会計ベースによる人件費は次のとおりである。
人件費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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区分 １９年度 １８年度 増減額

報　酬
給　料
手　当
共済費

２７９，２３６
７９１，０８３
６５２，７６５
２５９，０７１

２８７，８３６
８１３，１１１
６７１，９８１
２５９，４２５

△　　８，６００
△　２２，０２８
△　１９，２１６
△　　　　３５４

合　計 １，９８２，１５
５

２，０３２，３５
３

△　５０，１９８

　　　一般会計の歳出総額９，１４１，１８２千円のうち報酬、給料等の人件費を節別
集計表でみると次のとおりになっている。

　　　人件費（報酬、給料、職員手当及び共済費）は１，９８２，１５５千円で前年度
より５０，１９８千円減少している。

　②　職員手当の状況

　　　一般会計の６５２，７６３千円の手当別の内訳は次のとおりである。

　手当別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
職員手当 １９年度 １８年度 増減額

期 末 手 当
時間外勤務手当等
扶 養 手 当
住 居 手 当
通 勤 手 当
退 職 手 当
児 童 手 当
管 理 職 手 当

３３９，１６１
２７，７５６
３３，４２７
１２，９１９

８，０３７
２１３，５５７

８，０５０
８，０４３

３４５，７５７
３２，４６７
３２，８８６
１６，７６３
１０，８９４

２１４，１５１
８，０００
８，３２７

△　６，５９６
△　４，７１１

５４１
△　３，８４４
△　２，８５７
△　　　５９４

５０
△　　　２８４

そ の 他 の 手 当 １，８１３ ２，７３６ △　　　９２３

合　計 ６５２，７６３ ６７１，９８１ △１９，２１８

　※　期末手当には常勤特別職（４人）及び議員の期末手当を含む。
　※　時間外勤務手当等は時間外勤務手当及び休日勤務手当の合計である。
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　※　会計ベースによる職員手当の額６５２，７６５千円と２千円の誤差がある。

　　　手当別では扶養手当、児童手当以外はすべての手当の金額が減少している。

（６）　需用費の状況

　　　需用費の主なものは次の表のとおりである。
　　　　　主な需用費の状況　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　分 １９年度 １８年度 増減額

光熱水費
消耗品費
印 刷 費
燃 料 費

１２３，４３８
５２，５２３
３２，４４５
１０，９８０

１１７，８５２
４６，３５９
３３，５１０

９，６０５

５，５８６
６，１６４

△　１，０６５
１，３７５

　※　学校給食費の賄材料費を除く

　①　光熱水費
　　　光熱水費は１２３，４３８千円で前年度より５，５８６千円増加している。
　　　その増加額は本年度開設したマリンパーク事業の光熱水費が５，７６９千円

（土木費）になっていることが一要因である。

　　　　　光熱水費の推移　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
年度 支出総額 増減額 左の内教育費関係 増減額

１５
１６
１７
１８
１９

１０１，６４０
１０７，０１５
１１５，９２７
１１７，８５２
１２３，４３８

６，００２
５，３７５
８，９１２
１，９２５
５，５８６

７４，１２７
７７，７６７
８５，２８２
８５，５０９
８３，４９７

５，４４９
３，６４０
７，５１５

２２７
△２，０１２

　　　光熱水費は平成１５年度以降毎年増加の一途を辿っている。
　　　本年度はこれまで比較的増加が多額であった教育費関係が２，０１２千円減少

している。
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　②　消耗品

　　　消耗品は５２，５２３千円で前年度より６，１６４千円増加している。
　　　これは総務費で１，１２５千円の増加のほか土木費が新規のマリンパーク事業

で２，７０５千円の増加、教育費が１，５３１千円増加していること等によるもの
である。

　　　消耗品費は光熱水費に次ぐ多額な支出項目であるので一層具体的な購入計画、効
率的な使用に努めるよう全職員が日常事務の遂行に当たって常に留意してもらい
たい。

（７）　翌年度繰越額の状況

　　　翌年度繰越額（繰越明許費）４２５，１６８千円で内訳は次の表のとおりであ
る。

（単位：千円）
予算項目 翌年度繰越額

総務費（総務管理費）
衛生費（清掃費）
土木費（道路橋梁費）
　同　（都市計画費）
教育費（小学校）
災害復旧費
合　計

２，７３０
５１５

２７７，０３３
２，１３２

３９４，３９６
３，０００

６７９，８０６

　　総務費　２，７３０千円
　　　県における「地区計画ガイドライン」の策定が遅れたことによるものである。
　　衛生費
　　　リサイクルヤード建設のための設計図作成も改正耐震構造計算の対象になるこ

とから繰り越したものである。
　　土木費（道路橋梁費）
　　　小那覇マリンタウン線道路整備事業費１６７，４８７千円ほか３事業の繰越に

よるものである。

　　　これは用地交渉による基本合意は得られたが、用地取得、補償契約、移転等に、か
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なりの日数を要することになったことから次年度に繰り越すことになったもので
ある。

　　　南部国道事務所との協議が時間を要すること等により繰り越したものである。
　　　このため委託の履行期限も３月３１日から９月３０日に変更された。
　　教育費
　　　建築基準法の改正に伴う構造計算等の技術基準解説書の遅れにより建築確認が

なされなかったことによるものである。
　　災害復旧費
　　　町道森川３号線の地滑り地質調査業務の委託費でボウリング調査を利用した観
測に期間を要することから次年度に繰越したものである。

（８）　マリンパーク事業

　　　マリンパーク事業の収支状況は次の表のとおりである。
（単位：千円）

管 理 業 務 自 主 業 務

収
 入

 金
 額

管理事業収入
繰入金
寄附金
災害負担金
収入合計

７，８４４
７，０００

４００
２，７１１

１７，９５５

収
 入

 金
 額

使用料収入
販売収入

収入合計

３，０２１
６２，２６９

６５，２９０
支

 出
 金

 額

人件費
事務費
管理費

支出合計

１５，０３８
６，０８１

４０，６４９

６１，７６９

支
 出

 金
 額

人件費
事務費
販売事業費
管理業
支出合計

３，２１５
１，４２８

３７，２７１
４，２１８

４６，１３２

収 支 差 額 △４３，８１４ 収 支 差 額 １９，１５８

　上記の金額の決算書の計上科目は次のとおりである。
　　管理業務
　　　管理事業収入　　諸収入
　　　繰入金　　　　　繰入金（地域づくり推進事業基金の取崩）
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　　　寄付金　　　　　寄付金（当該事業への指定寄付金）
　　　災害負担金　　　雑入　（県よりの災害復旧委託金）

　　　支出金額　　　　土木費（都市計画費）

　　自主事業
　　　収入金額　　　　諸収入
　　　支出金額　　　　土木費（都市計画費）

　　　当該事業の収支差額の合計金額は次のとおりで２４，６５６千円の支出超過に
なってる。

（単位：千円）
管理業務
自主事業

△　４３，８１４
　　１９，１５８

合　計 △　２４，６５６

２　特別会計

（１）　国民健康保険特別会計

　　　本年度の国民健康保険特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳入
決算額は３，４６５，３１１千円、歳出決算額は３，８２４，５９１千円、差引残
額は△３５９，２８０千円となっている。

　　　なお残額不足は翌年度歳入繰入充用になっている。

国民健康保険特別会計の歳入及び歳出決算額の状況
（単位：千円）

項　目 本　年　度 対前年度増減額
歳入決算額 　３，４６５，３１１ 　２６０，６１３
歳出決算額 　３，８２４，５９１ ４４５，６２５
差引残額 △　　３５９，２８０ ―

　　　歳入決算額は次の表のとおりである。
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歳入決算額の内訳　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
項　　目 １９年度 １８年度 増　額

健康保険税
国庫支出金
療養給付費等交付金
県支出金
共同事業交付金
繰入金
その他

730,981
1,327,111

458,855

177,595

457,037

307,677

6,055

711,996
1,360,702

382,911

179,681

259,263

307,082

3,062

18,985

　△　33,591
75,944

△　 2,086
197,774

595

2,993

計 3,465,311 3,204,698 260,613

　　　国庫支出金、県支出金は減少し、健康保険税は微増しているが、療養給付費等交付
金が増加している。

　　　特に共同事業交付金は４５７，０３７千円で前年度より大幅な増加になってい
る。これは前年度創設された保険財政共同安定化事業交付金の拡大によるものであ
る。

　　　繰入金３０７，６７７千円は保険基盤安定繰入金等法定分の繰入である。

　　国民健康保険税の収入状況

　　　国民健康保険税の収入状況は次の表のとおりである。
　　　　現年度分

（単位：千円）
年度 調定額 収入済額 収入率 収入未済額
19
18

747,777
726,370

702,686
683,151

94.0
94.1

48,356
44,499

　　　収入済額には還付未済額を含む。
　　　収入未済額は４８，３５６千円で前年度より３，８５７千円増加している。
　　　なお収入未済額の発生額は平成１６年度以降前年度まで減少傾向にあった。

　　滞納繰越分
　　　滞納繰越額１８７，９９２千円のうち収入済額は２８，２９５千円で前年度よ

り５５０千円減少している。
　　　また不納欠損額は１９，１７６千円（前年度１１，５０６千円）になっている。
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　　本年度末の滞納繰越額
　　　本年度末の滞納繰越額は次の表のとおりである。

（単位：千円）
区　分 滞　納　額

現年度分
滞納繰越分

計

４８，３５６　
１４０，８５４　
１８９，２１０　

前年度末 １９０，４７６　

　　今後の課題
　　　現年度分の未納発生額が前年度より増加している上、滞納繰越分の収入額も減少

していることから、徴収事務については一層の強化を図る必要がある。

　　　歳出決算額は次の表のとおりである。

歳出決算額の内訳　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
項　　目 １９年度 １８年度 増減額

総務費
保険給付費
老人保健拠出金
介護納付金
共同事業拠出金
諸支出金
繰上充用金
その他

109,122
2,162,211

677,714

189,148

468,123

39,470

174,268

4,533

112,370
1,976,403

741,801

201,679

267,931

3,665

70,396

8,386

△　　3,248
185,808

△　 64,087

△　 12,531
200,192

35,805

103,872

△　  3,853
計 3,824,591 3,378,966 445,625

　　　保険給付金は２，１６２，２１１千円で前年度より１８５，８０８千円増加し
ている。

　　　保険給付費の主な給付は次の表のとおりである。
　　　給付費、高額費の状況

34



（単位：千円）
被保険者別 １９年度 １８年度 増減額

給 一般被保険者 1,417,511 1,312,305 105,206

付
費

退職被保険者
計

448,120
1,865,631

395,255
1,707,560

52,855
158,071

高
額

費

一般被保険者
退職被保険者

計

195,953
42,201

278,154

177,607
38,192
215,799

18,346
4,009

22,355

合　　計 2,103,785 1,923,359 180,426

（２）　老人保健特別会計

　　　本年度の老人保健特別会計決算額の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで歳
入決算額１，９４１，３６７千円、歳出決算額１，９７１，０３７千円、差引残額△
２９，６７０千円となっている。

　　　なお残額不足は翌年度歳入繰入充用になっている。

老人保健特別会計の歳入及び歳出決算額の状況
（単位：千円）

項　目 本　年　度 対前年度増減額
歳入決算額 １，９４１，３６７ １３８，９２３
歳出決算額 １，９７１，０３７ ９８，４３５
差引残額 △　　２９，６７０ ―

　　　歳入決算額は次の表のとおりである。
歳入決算額の内訳　　　　　　　　　　　（単位：千円）
項　　目 １９年度 １８年度 増減額

支払基金交付金
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
繰 入 金
そ の 他

971,079
587,170

152,918

156,438

73,762

981,310
519,443

136,033

144,373

21,285

△　10,231
67,727

16,885

12,065

52,477

計 1,941,367 1,802,444 138,923
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　　　支払基金交付金は減少した国庫支出金、県支出金が増加している。

　　　歳出決算額１，９７１，０３７千円のうち主な支出額は医療給付費である。

　　　医療給付費は１，８７３，１７８千円で前年度より４２，５４６千円の増加に
なっている。

　　　医療給付費の社会保険、国民健康保険の加入者別の医療給付費の支出は次の表の
とおりである。

（単位：千円）
区分 １９年度 １８年度 増減額
社保
国保
合計

４６２，８８７
１，４１０，２９１
１，８７３，１７８

４６４，８８５
１，３６５，７４７
１，８３０，６３２

△　　１，９９８
４４，５４４
４２，５４６

（３）　公共下水道事業特別会計

　　　本年度の公共下水道事業特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳
入決算額は７２１，６３３千円、歳出決算額７１７，３０３千円、差引残額４，３
３０千円となっている。

公共下水道事業特別会計の歳入及び歳出決算額の状況
（単位：千円）

項　目 本　年　度 対前年度増減額
歳入決算額 ７２１，６３３ ９６，８９２
歳出決算額 ７１７，３０３ ９６，０４８
差引残額 ４，３３０ ―

　　　歳入決算額は次の表のとおりである。
歳入決算額の内訳　　　　　　　　　　　（単位：千円）
項　　目 １９年度 １８年度 増減額
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使　用　料
手　数　料
国庫支出金
繰　入　金
諸　収　入
町　　　債
繰 越 金 等

４０，６５６
２１３

２６１，５０９
１３５，０００

９，１６８
２７１，６００

３，４８６

３５，０８８
７７９

２７０，０００
１０３，０００

１１，３５８
２０３，８００

７１４

５，５６８
△　 　 ５６６

△　 ８，４９１
３２，０００

△　 ２，１９０
６７，８００

２，７７２
計 ７２１，６３３ ６２４，７４１ ９６，８９２

　　　使用料は水洗化等の増加に伴い増加している。
　　　国庫支出金は予算は２７０，０００千円であるが、下水道整備事業の一部に翌年

度繰越が生じたことにより２６１，５０９千円となっている。
　　　差額は収入未済額である。
　　　繰入金は一般会計（土木費）からの繰入である。
　　　諸収入のうち９，０７２千円は消費税の還付金、６２千円は同税の還付加算金で

ある。
　　　町債は下水道事業債として１７４，４００千円、中城湾南部流域下水道建設負担

金債として９７，２００千円である。
　　　歳出決算額７１７，３０３千円のうち主な支出は下水道整備費５８２，９９９

千円、公債費１１２，２８２千円（元金５６，９５９千円、利子５５，３２３千
円）である。

　　　下水道整備事業費は前年度より７３，４４０千円増加している。
　　　これは職員の増加による給料等人件費の増加と負担金（中城湾南部流域下水道
建設負担金）が前年度より５５，３５３千円増加して９７，２００千円になった
ことが主な増加要因である。

　　　町債は前年度より２１４，６４１千円増加して３，２５９，７４１千円になっ
ている。

　　　町債の各年度末の金額の推移は次のとおりである。
（単位：千円）

年度末 町債金額
１５
１６
１７
１８
１９

２，３９２，９４５
２，６４０，７９４
２，８８３，７７９
３，０４５，１００
３，２５９，７４１
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下水道設備の設備状況、使用世帯数等の状況は次の表のとおりである。

下水道設備の進行、使用等の状況　　　　　　２０年３月末現在
面　　　積 世　帯　数

面積 １９年度 １８年度 世帯数 １９年度 １８年度

計画面積 695.00ha 695.00ha 使用可能世帯数 2,334世帯 2,139世帯

使用開始面積

供用開始面積の比

175.58ha

25.2％

160.82ha

23.1％

使用世帯数

水洗使用率

804世帯

34.4％

623世帯

29.1％

　　　計画面積に対する供用開始面積の比は２５．２％で前年度より２．１ポイント
の増加になっている。

　　　使用世帯数は８０４世帯で前年度より１８１世帯増加しており、使用可能世帯数
に対する使用世帯数（水洗使用率）は３４．４％（前年度２９．１％）になって
いる。

　　　しかし使用可能世帯数２，３３４世帯のうち使用世帯数が８０４世帯であると
いうことは未使用世帯数が１，５３０世帯数（２，３３４－８０４）もあるとい
うことである。　　未使用世帯数は前年度より増加している。

　　　本年度から嘱託員による使用促進に取り組んでいるところがあるが、整備の進捗
によっては未使用世帯数は更に増加することもある。

　　　使用世帯数つまり水洗世帯数を如何に増加させるかは下水道行政の大きな課題
であり、使用促進については更なる取組みが求められる。

　　　需要者が使用して始めて施設の目的が達せられるのである。
　　　なお町債金額は本年度も増加しており事業の進捗とともに今後も増加すること

は明らかである。

（４）　土地区画整理事業特別会計
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　　　本年度の土地区画整理事業特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで
歳入決算額は２２１，４３７千円、歳出決算額は２０８，６８４千円、差引残額は
１２，７５３千円となっている。

土地区画整理事業特別会計歳入及び歳出決算額の状況
（単位：千円）

項　目 本　年　度 対前年度増減額
歳入決算額 ２２１，４３７ ５７，７８３
歳出決算額 ２０８，６８４ １１９，９４１
差引残額 １２，７５３ ―

　　　歳入決算額の主なものは国庫支出金の１０８，０００千円、繰越金の７４，９１
０千円である。

　　　国庫支出金は西地区の土地区画整理事業費の財源である。
　　　なお本年度は保留地の処分はない。
　　　歳出決算額は上原棚原土地区画整理事業費で７６，０６５千円、西原西地区土地

区画整理事業費が１３２，６１９千円である。
　　　西原西地区の事業で主なものは同地区の調査測量設計業務の委託料として支出

された１１３，６１５千円である。

（５）　介護保険特別会計

　　　本年度の介護保険特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりである。
　　　歳入決算額は１，３４６，５３５千円、歳出決算額は１，２６７，８６０千円、

差引残額は７８，６７５千円となっている。
介護保険特別会計の歳入及び歳出決算額の状況

（単位：千円）
項　目 本　年　度 対前年度増減額

歳入決算額 １，３４６，５３５ ８４，８５４
歳出決算額 １，２６７，８６０ ９８，７４２
差引残額 ７８，６７５ ―

　　　歳入決算額は次の表のとおりである。
歳入決算額の内訳　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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款　別 １９年度 １８年度 増減額

保 険 料
国 庫 支 出 金
支払基金交付金
県 支 出 金
繰 入 金
そ の 他

258,970
256,946

315,097

175,036

247,395

93,090

240,644
250,750

323,578

167,674

250,519

28,515

18,326
6,196

△　8,481
7,362

△　3,124
64,575

計 1,346,534 1,261,680 84,854

　　　介護保険料の収入状況は次のとおりである。

徴収区分別等による収入状況等　　　　　　　　　　（単位：千円・％）
徴収区分 調定額 収入済額 収入率 不納欠損 収入未済

特別徴収 219,865 219,865 100.0 ― ―

普
通
徴

収

現年度
滞納分

45,832
19,720

35,566
2,842

77.6
14.4

―
7,835

10,266
9,043

計 65,552 38,408 58.6 7,835 19,309

合　計 285,417 258,273 90.5 7,835 19,309

　※　収入済額は還付未済額６９７千円を除く。

　　　徴収区分別でみると特別徴収分は毎年度全額収入済になっているが普通徴収分
の現年度分の収入率は７７．６％（前年度７８．０％）である。

　　　このため収入済額は１０，２６６千円となっている。
　　　前年度に引き続き１千万円を超える未納額が発生している。
　　　特別徴収分の１００％の収入率に対して公平性を欠くものである。
　　　現状では今後も普通徴収分の未納発生額は更に増加することが予想される。
　　　つぎに滞納繰越額１９，７２０千円のうち収入額は２，８４２千円（前年度は

２，９６０千円）である。
　　　また不納欠損額は７，８３５千円（前年度７，２２３千円）になっている。
　　　不納付欠損額を調定額との関連でみると次のとおりである。

（単位：千円）
年度 現年度分調定額 不納欠損額

40



１７
１８
１９

４８，７２８
５０，５４１
４５，８３２

６，７７２
７，２２３
７，８３５

　　　現年度分と不納欠損額の年度は直接対応するものではないが、不納欠損額は調定
額の１０％強になっている。

　　　歳出決算額は次のとおりである。
　　　歳出決算額の内訳　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

項　　目 １９年度 １８年度 増減額

総務費
保険給付費
地域支援事業

73,172
1,012,421

70,202

74,415
992,564

53,885

△　1,243
19,857

16,317

基金積立金
その他

33,102
78,963

10,524
37,730

22,578
41,233

計 1,267,860 1,169,118 98,742

　　　　　　　　保険給付費のサービス別の支出状況
　　　（単位：千円）

サービス別 １９年度 １８年度 増減額

在宅サービス費
施設介護サービス費
高額介護（居宅支援）ｻｰﾋﾞｽ費
審査手数料
特定入所者介護サービス
地域密着型サービス費

453,493
478,098

16,550

1,279

43,552

19,448

458,798
462,078

21,880

1,296

41,668

6,843

△　　5,305
16,020

△　　5,330

△　　　17
1,884

12,605

計 1,012,421 992,546 19,857

３　財政運営
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　【基金の状況】

　　　条例に基づいて積み立てられている財政調整基金等特定目的資金積立基金の本
年度の積立額（一般会計及び介護保険特別会計）は４２８，１２２千円、取崩額は
４１７，６３７千円となっている。

　　　この結果本年度末の同積立基金の額は前年度より１０．４８５千円増加して１ ，
４６９，５８３千円になっている。

　　　各年度末の特定目的資金積立基金の残高の推移は次のとおりである。

各年度末基金の状況　　　　　　　　　（単位：千円）
年度 基金の額 増減額
１５
１６
１７
１８
１９

１，３８９，０４７
１，５５８，５５８
１，４８０，７２５
１，４５９，０９８
１，４６９，５８３

△１５３，３２１
　１６９，５１１
△　７７，８３３
△　２１，６２７
　　１０，４８５

　【債権の状況】

　　　西原町地域総合整備資金貸付金については４１，３７６千円の返済があったの
で年度末現在の債権額は４２８，２９０千円となっている。

　　　西原町小口資金融資預託金は３，０００千円の取り崩しがあったので年度末現
在の債権額は３，０００千円になっている。

　　　西原町水洗便所改造等資金融資預託金は増減がなく６，０００千円である。
　　　したがって年度末の債権総額は４３７，２９０千円となっている。

　【町債（借入金）の状況】

　　　一般会計の本年度末の町債の額は前年度の額より１８９，５７９千円減少して
次のとおり１０，３２７，６９３千円になっている。

町債（借入金）の増減
前年度末
増 加 額
減 少 額
本年度末

１０，５１７，２７２千円　
５５３，０００千円　
７４２，５７９千円　

１０，３２７，６９３千円　

42



　　※　下水道事業特別会計の町債は本年度も増加して、本年度末の町債の額は３，２
５９，７４１千円となっている。

　　※　下水道事業特別会計の町債の額との合計額は１３，５８７，４３４千円とな
っている。

（１０，３２７，６９３千円＋３，２５９，７４１千円）
　　　なお下水道事業特別会計の町債は事業の進捗により更に増加が予想される。
　　　このことは一般会計の歳出に影響を及ぼすことにもなる。

　【経常収支比率の状況】

　　　本年度の経常収支比率は８９．２％で前年度の８８．０％より１．２ポイント
上昇している。また平成１７年度以降上昇傾向にある。

年　度 比　率 対前年度増加

１６
１７
１８
１９

８３．４％
８６．８
８８．０
８９．２

０．０ポイント
３．４
１．２
１．２

　　　なお臨時財政対策債を除いた場合の比率は９４．４％になっている。
　　　したがって経常収支からみた財政状況はかなり厳しいといえる。
　　　経常収支比率が上昇した主な要因は経常経費が前年度より１４２，９９２千円

の増加に対して経常的一般財源（収入）は前年度よりの８６，１２２千円の増加
に止まっていることによるものである。

　　　経常経費の内訳は次の表のとおりである。

経常経費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
区　分 １９年度 １８年度 増減額
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人 件 費
物 件 費
扶 助 費
補 助 費 等
公 債 費
操 出 金
維持補修費

１，６７３，２２１
６７５，９０５
３６３，９０６
７００，１８１
９２５，９９１
５９９，９１８

２１，３９１

１，７０９，２９７
６３４，０７８
３４６，５９９
６７８，９７５
８６２，０５７
５５３，４２５

３３，０９０

△　３６，０７６
４１，８２７
１７，３０７
２１，２０６
６３，９３４
４６，４９３

△　１１，６９９

計 ４，９６０，５１３ ４，８１７，５２１ １４２，９９２

　　　人件費は減少しているが、物件費、扶助費、補助費等、操出金は前年度より増加し
ている。

　　　特に公債費は９２５，９９１千円で経常経費総額の１８．７％を占めており、増
加額も６３，４９３千円と最も多額な増加になっている。

　　　なお公債費の推移は次のとおりである。

　　　　（単位：千円）
年　度 公債費の額 増減額

１６
１７
１８
１９

７９２，８６３
８２４，３１８
８６２，０５７
９２５，９９１

　５，６７５
３１，４５５
３７，７３９
６３，９３４

　　　一般財源は次の表のとおりで地方税は３，０８０，４５４千円で前年度より２
６４，０２５千円増加しているが、地方譲与税が２０２，７７９千円減少している
ほか地方特例交付金が４２，６５８千円減少している。

一般財源の内訳　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
区　分 １９年度 １８年度 増減額
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地 方 税
地 方 譲 与 税
地方消費税交付金
地 方 特 例交付 金
地 方 交 付 税
そ の 他
減 税 補 填 債
臨時財 政 対策債

３，０８０，４５
４

９９，３８３
２９２，３１９

２６，２９０
１，６７２，２２

１
８５，３１６

―　　　
３０７０００

２，８１６，４２
９

３０２，１６２
２９５，８６３

６８，９４８
１，５４０，７４

５
９１，２１４
２３，１００

３３８，４００

２６４，０２５
△ ２０２，７７９
△ 　  ３，５４４

△ 　４２，６５８
１３１，４７６
△     ５，８９８

△   ２３，１００
△   ３１，４００

合　計 ５，５６２，９８
３

５，４７６，８６
１

８６，１２２

　【財政力指数の状況】

　　　本年度の財政力指数は０．６３４で前年度と同率である。

　　　参考　　単年度指数の推移
　　　　　　　　１７年度　　　１８年度　　　１９年度

　　　　　　　０．６３９　　０．６３９　　０．６２３

　【公債費等の状況】

　　　公債費の金額は毎年度増加している。
　　　現在の町債の発行状況から公債費の金額は毎年度増加していくことは確実であ

り、今後財政を圧迫することが予想される。

公債費及び公債比率の推移
（単位：千円・％）

年度別 公債費比率 公債費（元利合
計）

元  金 利  子
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１７
１８
１９

１３．１
１３．２
１３．１

８７４，９１０
９１１，９４５
９７５，１７６

６２６，６４９
６７３，１３４
７４２，５７９

２４８，２６１
２３８，８１１
２３２，５９７

 　※　公債費の額は決算書の金額である。

　【実質収支比率】

　　　実質収支額は１５７，１９９千円、標準財政規模は５，２７０，０７１千円で、
実質収支比率は３．０％になっている。

４　定額資金運用基金

　　　地方自治法第２４１条第１項後段により設定されている次の特定目的定額資金
運用基金は預金で確実に管理されている。

　　　しかしこれまで条例に基づく運用実績はない。
　　　この基金については、運用実績がなければ、今後の基金のあり方等について見直

す時期にきている。
　　　本年度末の基金の内訳は次の表のとおりである。

基金の内訳 基金額

国民健康保険高額医療費資金貸付基金
介護保険高額介護サービス資金貸付基金

２，０００千円
２，０００千円
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５　総　括

　　　平成１９年度の一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の内容、各種財政関係計表
等からみた本町の財政は依然として厳しい状況が続いていると判断される。

　　　前述のとおり一般会計の歳入決算額は９，３９６，８０２千円、歳出決算額は９，
１４１，１８２千円となっている。

　　　自主財源は町税が個人町民税の税源移譲、町税の全般的な収入率の上昇により２
６４，０２５千円増加したことが自主財源の増加要因になっているが、財政調整基
金等の基金取崩しによる繰入金も３０１，８７２千円増加したことも自主財源の
増加要因になっている。

　　　したがって自主財源は増加したといっても、その財源の構成内容には厳しいもの
がある。

　　　歳入については町税の収入率始め学校給食費、保育料等の収入率も上昇している
が、収入未済額は前年度より減少しているとはいえ、１００，６４４千円発生して
いる。

　　　財政運営に当たっては、町税等自主財源の確保は財政運営の根幹をなすものであ
り、町税等自主財源の確保については一段と取り組みを強化すべきである。

　　　また自主財源の確保は地方分権を推進する根幹をなすものであるともいえる。
　　　歳出については扶助費、公債費の増加によって義務的経費が増加傾向にあり、投

資経費は減少傾向で、その他経費は補助費等が増加している。
　　　義務的経費が増加傾向にあるなかで、今後その抑制を図ることは当然のことであ

るが、扶助費、公債費を抑制することは極めて困難な現状にある。
　　　その他の経費では需用費を中心とした物件費及び補助費等が増加しており、歳出

総額の２３．２％を占めている。（物件費の増加はマリンタウン事業の要因もあ
る。）

　　　このため需用費を中心とした物件費の支出に当たっては、その支出効果等を十分
検討の上支出することが必要であり、特に節電、節水についても更に努力すべきで
ある。

　　　補助費についても補助の必要性、効果等を十分検討のうえ支出するとともに、そ
の抑制にも一段と努力すべきである。

　　　特別会計についてみると国民健康保険特別会計は前年度に引き続き歳出超過に
なっており、しかもその超過額は前年度より更に拡大している。

　　　保険給付費が増加するなかで、その財源である国民健康保険税の収入状況は前年
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度より向上しているとはいえない。
　　　歳出超過額の縮小及び負担の適正、公平性からも国民健康保険税の収入確保には

　　一段と取り組みを強化すべきである。
　　　公共下水道事業特別会計においては下水道施設の整備の進捗に伴い、町債は本年

度も増加している。
　　　また施設について水洗化が使用可能になっても水洗化の使用者数は施設の増加

に見合った増加になっていない。
　　　水洗化の拡大に向けての取り組みの強化は急務である。
　　　土地区画整理事業特別会計については西地区の区画整理事業が進行しているこ

とから上原棚原地区の保留地の処分を促進する必要がある。
　　　介護保険特別会計の普通徴収分の保険料の収入額の確保については厳しい現状

が続いている。
　　　保険給付費が増加するなかで、その財源である介護保険料収入の確保には一段と
取り組みを強化すべきである。

　　　財政需用は今後も増加が見込まれることから、町税等自主財源の確保と財政支出
の効率化には、格段の努力をされることを強く望むものである。
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